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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 55,079 △20.5 153 ― 294 ― 153 ―
21年3月期 69,298 △10.3 △103 ― △44 ― △2,854 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 3.32 ― 0.4 0.5 0.3
21年3月期 △61.37 ― △7.2 △0.1 △0.1

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  5百万円 21年3月期  △105百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 56,661 37,771 66.7 821.99
21年3月期 59,231 37,959 64.1 817.18

（参考） 自己資本   22年3月期  37,771百万円 21年3月期  37,959百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 4,210 679 △688 13,824
21年3月期 2,450 216 △469 9,637

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 464 ― 1.2
22年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 459 301.3 1.2
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 10.00 10.00 58.2

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

27,440 4.2 220 ― 290 ― 90 ― 1.96

通期 56,050 1.8 870 468.5 1,030 250.2 790 413.4 17.19



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、25ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 46,783,800株 21年3月期 46,783,800株
② 期末自己株式数 22年3月期  832,015株 21年3月期  332,000株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 53,058 △19.7 76 50.9 110 △40.7 29 ―
21年3月期 66,049 △9.4 51 ― 186 ― △4,202 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 0.64 ―
21年3月期 △90.35 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 53,938 36,696 68.0 798.59
21年3月期 56,126 37,008 65.9 796.71

（参考） 自己資本 22年3月期  36,696百万円 21年3月期  37,008百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

26,700 5.6 200 ― 220 ― 30 ― 0.65

通期 54,540 2.8 820 965.2 870 685.1 640 ― 13.93



(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、平成20年秋のリーマンショックに端を発した世界的な金融経済危機によ

る景気後退から、輸出の拡大と在庫調整の進展や政策効果によって、ようやく回復基調となってまいりました。し

かしながら、ピーク時の水準に比べると８割程度にとどまる緩慢なスピードとなっております。また、10年越しの

物価下落が企業収益を圧迫し、大幅な内需不足によって設備や雇用の過剰感がなお強い状況にあるなど、景気を下

押しするリスクも依然として存在しております。 

 住宅業界におきましては、所得減少による住宅投資環境の悪化などにより、新設住宅着工戸数の減少に歯止めが

かからず、前年実績を３割近くも下回るほどの大幅な減少となりました。住宅ローン減税の拡大や住宅版エコポイ

ントといった需要喚起策の効果もあって、年度後半には持家や分譲戸建の着工戸数に持ち直しの動きがみられ、よ

うやく下げ止まり傾向が出てまいりましたが、景気の不透明感に加え、少子高齢化の進行や住宅ストックの余剰と

いった背景から、引き続き厳しい事業環境が続いております。 

 このような情勢のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）では、全社をあげて徹底的な固

定費削減とコストダウンを断行するとともに、生産の効率化やグループ内生産体制の見直し等によって損益分岐点

売上高を引下げ、縮小するマーケットの中でも利益を確保できる収益構造への改善を図りました。また、販売力強

化の面では、生産・配送体制の整備や在庫管理の適正化を進めることで、納期の短縮を実現しました。 

 以上の結果、新設住宅着工戸数の大幅な減少によって売上高は大きく減少しましたが、損益面では収益構造の改

善を実現できたことで、平成19年３月期以来の純利益を計上することができました。  

 この結果、当期の業績は次のとおりとなりました。 

  [連結業績]                               （単位：百万円） 

  [個別業績]                                （単位：百万円） 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（住宅資材事業） 

 建材分野では、当社の主力製品である環境配慮型フローリング「エコメッセージ」のシリーズの品揃えを充実さ

せました。表面硬度に優れたシートフロア「エコメッセージ アトムＶ」や、屋内でペットとともに暮らす世帯の

増加というニーズに合わせた「エコメッセージパートナーワン」を新発売しました。また、階段製品では施工性に

優れ、現場でゴミが発生しない完全正寸プレカットを導入しました。内装システム分野では、効果的な設備投資に

より生産の効率化と技術力の向上を推し進めました。また、製品の納期短縮に継続的に取り組み、顧客満足の向上

を図りました。住設分野では、引き続き機能性に優れたシステムキッチン「ラフィーナ」の拡販に努めたほか、賃

貸マンションやアパート向けのコンパクトキッチン「プレッソ」をリニューアルして拡販を進めました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は48,643百万円、営業利益は1,838百万円となりました。 

                                      （単位：百万円） 

１．経営成績

  平成21年３月期 平成22年３月期 増減 対前期増減率（％） 

売上高  69,298  55,079  △14,219  △20.5

営業利益  △103  153  256  －

経常利益  △44  294  338  －

当期純利益  △2,854  153  3,008  －

  平成21年３月期 平成22年３月期 増減 対前期増減率（％） 

売上高  66,049  53,058  △12,990  △19.7

営業利益  51  76  25  50.9

経常利益  186  110  △76  △40.7

当期純利益  △4,202  29  4,232  －

  平成21年３月期 平成22年３月期 対前期増減率（％） 

売上高  59,006  48,643  △17.6

営業利益  1,721  1,838  6.8



（木質ボード事業） 

 木質ボード事業では、新設住宅着工戸数の減少、中でもマンション着工の大幅な落ち込みによって、素材パーテ

ィクルボードでは置き床、化粧パーティクルボードではキッチン及びビルトイン収納のマーケットが大きく縮小し

ました。さらに、為替の影響によって輸入パーティクルボードが価格競争力を増すなど、企業間競争は一層激しさ

を増しました。このような中、当社グループでは、縮小したマーケットの規模に見合った生産・販売体制の構築を

進めるとともに、適正な販売価格の維持に注力しましたが、売上高の減少が大きく、苦戦を強いられました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は6,436百万円、営業利益は71百万円となりました。  

                                      （単位：百万円） 

  

②次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、新興国の経済成長などを背景とした輸出関連の増加などから、我が国経済は緩や

かながらも持ち直し傾向は続くものとみられております。 

 住宅関連業界におきましても、企業収益の改善に伴って所得環境の悪化に歯止めがかかったことと、政府による 

経済対策の効果もあって、新設住宅着工戸数は持家や分譲戸建の着工を中心に底堅く推移することが期待されてい 

ます。 

 このような環境の中、当社では引き続き顧客ニーズや市場動向に合致した製品開発と徹底したコスト削減によっ

て、業績の更なる回復を図り、財務体質の強化に努めてまいります。 

 平成23年３月期の連結業績につきましては以下のとおり予定しております。 

                          （単位：百万円） 

  

 なお、平成23年３月期の個別業績につきましては以下のとおり予定しております。 

                          （単位：百万円） 

  平成21年３月期 平成22年３月期 対前期増減率（％） 

売上高  10,292  6,436  △37.5

営業利益  55  71  29.2

  平成23年３月期 対前期増減率（％）

連結売上高  56,050  1.8

連結営業利益  870  468.5

連結経常利益  1,030  250.2

連結当期純利益  790  413.4

  平成23年３月期 対前期増減率（％）

個別売上高  54,540  2.8

個別営業利益  820  965.2

個別経常利益  870  685.1

個別当期純利益  640  －



(2）財政状態に関する分析 

  キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は主に、営業活動により 百万円、投

資活動により 百万円の資金を獲得し、配当金の支払いを始めとした財務活動に 百万円の資金を使用した結

果、前連結会計年度末に比べ4,187百万円増加し、当連結会計年度末には 百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期比71.8％増）となりました。これは主に、在庫削減に努め

た結果によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期比214.4％増）となりました。これは主に、当社の内装システ

ム及びパーティクルボード生産設備等の有形固定資産の取得に531百万円の資金を使用しましたが、有価証券の償還

が1,000百万円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は 百万円（前年同期比46.7％増）となりました。これは、配当金の支払い、子会

社の短期借入金を完済したこと及び自己株式を取得したことによるものであります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、配当政策を経営の最重要課題の一つと認識し、かつ、企業の経営基盤の強化を図るため、安定した配当

の維持継続を念頭に置きながら、将来の経営環境の変化に備えるように努めております。第76期の配当につきまし

ては、財務状況及び連結業績等を勘案して、現時点では１株当たり10円の配当を実施する予定です。また、次期の

期末配当金につきましても、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり10円にしたいと考えております。 

 内部留保金につきましては、今後の業容拡大並びに経営体質の改善強化を図る資金需要に充当したいと考えてお

ります。 

 当社は期末配当として年１回の剰余金の配当を行っております。 

 なお当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当制度を採用しておりますが、現時点では当社は中間配当を

実施しておりません。今後につきましては業績及び配当性向を総合的に勘案したうえで検討してまいります。 

  

4,210

679 688

13,824

4,210

679

688



(4）事業等のリスク 

 事業等のリスクは投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

また、当社グループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、当社グループの事業活動を理

解するうえで重要と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中の将

来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

①新設住宅着工について 

 当社グループは住宅用の木質建材と内装部材及び設備機器の製造販売を主たる事業としているため、新設住宅着

工戸数、とりわけ、持家の着工戸数増減が当社グループの売上に強い影響を及ぼします。新設住宅着工戸数は景気

動向、金利動向、税制変更などの影響を受けやすく、当社グループの業績が個人の消費活動状況によって影響を受

ける可能性があります。 

②原材料価格の変動について 

 当社グループはフロア基材となる合板を始め、原材料の多くを海外より調達しております。これらは産出国にお

ける伐採規制、国際市場価格並びに為替相場の変動に大きく影響され、かつ、仕入先や供給品の切り替えが困難な

ものや、特定少数の仕入先から入手せざるを得ないものもあります。また、原油価格の高騰により接着剤等の価格

も引き上げられる等の様々な変動要因により、生産に必要な原材料が十分に調達できなくなる可能性や、調達に多

額の資金が必要となる場合があります。   

③価格競争激化による販売価格低下の影響について 

 当社グループの販売市場である持家の新設着工戸数が年々減少しているため、販売先であるハウスメーカー等の

価格競争は熾烈を極め、住宅資材メーカーにおける受注競争も激化しております。こういった状況は当社の販売価

格の下落圧力となり、業績に影響を与える可能性があります。 

④製品の品質問題について 

 当社グループの製品において、製品事故の発生や製品の品質上の問題、とりわけ、製造物責任の対象となる製品

の欠陥に起因する損害に対しては、当社グループのブランド価値の低下を招くとともに、損害賠償などの費用が生

じるリスクがあります。 

⑤法規制について 

 当社グループは建築基準法等の法規制のもとに住宅用資材を生産する事業活動を行っておりますが、これら法令

の改正や当局の法令解釈が厳しくなること等により、当社の事業が制限される可能性があります。また、原材料の

調達方法や、生産活動に伴う大気汚染や水質汚濁等では環境面の法規制も課せられており、これら様々な法規制に

適合させるための費用が発生するリスクがあります。 

  



  

  

 
  

 連結子会社・非連結子会社及び関連会社は次のとおりであります。 

小名浜合板株式会社 …………………………パーティクルボード、内装システム製品等の製造販売会社 

永大テクニカ株式会社 ………………………工事施工会社 

永大スタッフサービス株式会社 ……………人材派遣会社 

永大テクノサポート株式会社 ………………業務請負会社 

エヌ・アンド・イー株式会社 ………………ＭＤＦ製造会社 

東永資材株式会社 ……………………………住宅資材の販売施工会社 

  

  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは経営の基本理念に『木を活かし、よりよい暮らしを』を掲げ、持続可能な社会の確立を目指し、

地球、社会、人との共生を通じて、なお一層、社会に貢献する企業であり続けることを目指しております。 

 当社では、「木は唯一、再生可能な天然資源」という認識のもと、森林認証制度であるPEFC認証を受けた木材を

主原料として使用し、また、古くなって取り壊される木造の建物から発生する廃木材をパーティクルボードの原材

料として利用しております。「木」という資源を無駄なく循環させる「環境創造型事業」を通じて地球環境の保全

に寄与してまいります。 

 これからも大切な資源を有効に活用して、さらなる環境保全への取り組みを推進し、ステークホルダーの皆様に

報いていきたいと考えております。 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは事業の継続性、株主に対する安定配当の継続等を実現するためにも収益の確保が重要と考え、売

上高を増大させながら売上高経常利益率を高めることで高収益企業を目指していきたいと考えております。売上高

経常利益率５％以上を当面の経営指標として業容拡大に取り組んでおります。 

  

(3)中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、平成22年４月からスタートする経営三ヵ年計画を作成し、今後の経済情勢を勘案しながら、縮

小する住宅市場においても収益を確保できる筋肉質な体質を構築しております。 

①売上高の確保 

 売上高の確保のため、顧客ニーズや市場動向の把握により、独自性のある新製品の開発を進めております。ま

た、生産・配送体制の整備及び在庫管理の適正化を進めることで納期の短縮を図り、顧客満足の向上に努めてまい

ります。 

②生産効率化と増産のための設備投資 

 引き続き生産の効率化を追求した投資により利益の確保、拡大を目指します。また、多様な受注に対応できる生

産体制を整え、販売量の増加を目指します。 

③地球環境に配慮した製品開発 

 当社は上記の基本理念を踏まえ、環境配慮型フローリング「エコメッセージフロア」のシリーズを充実させるほ

か、階段製品にも環境配慮型基材の使用を進めてまいります。また、木質加工技術を活かし、国産材を利用したム

クフローリングの製品化にも注力してまいります。さらに、不用となった木質製品をマテリアルリサイクルし、パ

ーティクルボードとして再び利用するなど地球環境に配慮しつつ持続可能な社会の実現に向けての取り組みを強化

する考えであります。 

  

３．経営方針



 (4）会社の対処すべき課題 

 今後の見通しについては、新興国の経済成長などを背景に輸出関連は増加するなど、緩やかながらも景気の持ち

直し傾向は続くものとみられておりますが、景気回復の自律性は弱く、失業率はなお高水準のまま推移するなど、

景気の下押しリスクは依然として残されております。住宅関連業界におきましては、企業収益の改善に伴って所得

環境の悪化に歯止めがかかったことと、贈与税非課税枠の拡大や金利の引き下げ、さらに住宅版エコポイント制度

などの経済対策の効果もあって、当面は底堅く推移することが期待されています。しかしながら、中長期的には少

子高齢化の進行や住宅ストックの余剰など、住宅市場を取り巻く環境は一段の落ち込みが懸念されます。 

 このような環境下、当社グループにおいては、顧客ニーズや市場動向に合致した新製品の開発、徹底したコスト

削減、効率的な販売体制の確立が主たる課題と認識しております。新製品の開発では、環境配慮型製品の開発をは

じめ、付加価値を一層高めながらもコストパフォーマンスに優れた製品の開発に取り組んでまいります。また、す

べての業務において改革を断行し、引き続きグループ一丸となってさらなるコストダウンと固定費削減に努めま

す。さらに、納期短縮を一層進めて顧客満足度の向上につなげ、販売体制の強化を図ってまいります。 

 住宅資材事業においては次のような取組に注力してまいります。 

 建材分野では、当社の主力製品である環境配慮型フローリング「エコメッセージ」のシリーズを充実させるほ

か、階段製品にも環境配慮型基材の使用を進めてまいります。また、木質加工技術を活かし、国産材を積極的に利

用したムクフローリングの製品化にも注力してまいります。内装システム分野では、高度な鏡面ラッピング技術を

駆使した新シリーズ「アルティモード」をはじめとする新製品を市場投入し拡販に努めます。また、洗面、脱衣室

での空間を有効利用できる使い勝手のよい新製品「パウダールーム収納」の販売を推進します。住設分野では、シ

ステムキッチン「ラフィーナ」を軸に、既存製品をリニューアルして、販売の拡大を推進します。当社には、主要

な部材となるパーティクルボードの製造技術、キャビネット生産のための木質加工技術、シンク生産のためのステ

ンレス加工技術など、部材から製品に至るまで一貫して生産できる技術があり、これらを結集して低コストで完成

度の高いキッチンの生産に取り組んでまいります。 

 木質ボード事業においては、従来の市場が大幅に縮小する厳しい環境下にはありますが、非住宅分野などの新た

な市場を開拓することによってパーティクルボードの拡販を進めてまいります。特に、有害なホルムアルデヒドの

放散量が限りなくゼロに近いパーティクルボード「リラックス」の生産・販売体制を整備し、素材パーティクルボ

ードは建築用下地材用として、化粧パーティクルボードは文教向け内装家具用として、環境に関心の高いユーザー

を中心に拡販を進めてまいります。 

 これらの施策により、当社グループの得意とする木質加工技術及びステンレス加工技術並びにマテリアルリサイ

クル製品であるパーティクルボードの製造技術を最大限に活かした事業を展開してまいります。また、「環境への

配慮」、「健康と安心・安全性の重視」、「独自性のある製品の追求」を最重点とした製品開発を推進してまいり

ます。 

 さらに、当社グループではサスティナブルな森林資源を使うとともに、リサイクルによって木をあますところな

く利用してお客様に満足いただける製品をお届けする「環境創造型事業」を通じて、ますます高まる安心、安全に

長く使える製品へのニーズにお応えしてまいる所存であります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,907 12,979

受取手形及び売掛金 20,550 18,905

有価証券 1,999 1,000

製品 3,694 2,934

仕掛品 2,103 1,876

原材料及び貯蔵品 4,203 2,095

繰延税金資産 277 271

未収入金 1,366 1,507

その他 176 154

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 43,277 41,722

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  14,266 14,231

減価償却累計額 ※2, ※3  △10,784 ※3  △10,969

建物及び構築物（純額） ※2  3,482 3,261

機械装置及び運搬具 ※2  27,099 27,091

減価償却累計額 ※2, ※3  △23,981 ※3  △24,598

機械装置及び運搬具（純額） ※2  3,118 2,492

土地 ※2  3,462 3,462

建設仮勘定 5 28

その他 2,955 2,947

減価償却累計額 ※3  △2,614 ※3  △2,708

その他（純額） 341 239

有形固定資産合計 10,410 9,484

無形固定資産 1,052 777

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  2,097 ※1  2,411

出資金 6 6

長期前払費用 249 396

繰延税金資産 293 244

長期預金 1,000 1,000

その他 858 635

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 4,485 4,675

固定資産合計 15,949 14,938

繰延資産   

株式交付費 4 －

繰延資産合計 4 －

資産合計 59,231 56,661



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,410 10,696

短期借入金 ※2  122 －

未払金 2,124 1,946

未払費用 567 514

未払法人税等 72 67

未払消費税等 152 232

賞与引当金 548 538

設備関係支払手形 110 110

その他 55 45

流動負債合計 16,163 14,151

固定負債   

退職給付引当金 4,041 3,832

役員退職慰労引当金 16 －

負ののれん 769 680

長期預り保証金 120 110

その他 159 114

固定負債合計 5,107 4,738

負債合計 21,271 18,889

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,285 3,285

資本剰余金 1,370 1,370

利益剰余金 33,646 33,335

自己株式 △54 △156

株主資本合計 38,247 37,834

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △287 △62

為替換算調整勘定 － －

評価・換算差額等合計 △287 △62

少数株主持分 － －

純資産合計 37,959 37,771

負債純資産合計 59,231 56,661



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 69,298 55,079

売上原価 ※1, ※2  53,957 ※1, ※2  41,969

売上総利益 15,341 13,110

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  15,445 ※2, ※3  12,957

営業利益又は営業損失（△） △103 153

営業外収益   

受取利息 103 53

受取配当金 42 45

仕入割引 110 67

受取賃貸料 35 35

受取保険金 4 －

為替差益 22 －

負ののれん償却額 44 89

持分法による投資利益 － 5

雑収入 79 92

営業外収益合計 442 390

営業外費用   

売上割引 146 120

賃貸収入原価 5 5

為替差損 － 13

持分法による投資損失 105 －

雑損失 125 109

営業外費用合計 383 249

経常利益又は経常損失（△） △44 294

特別利益   

固定資産売却益 ※4  13 ※4  3

受取補償金 5 －

その他 2 －

特別利益合計 21 3

特別損失   

減損損失 ※5  18 －

固定資産売却損 ※6  0 ※6  0

固定資産除却損 ※7  24 ※7  32

投資有価証券評価損 643 5

投資有価証券売却損 66 －

特別退職金 24 －

子会社整理損 500 －

その他 0 0

特別損失合計 1,278 38

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,301 258

法人税、住民税及び事業税 49 50

法人税等調整額 1,501 53

法人税等合計 1,551 104

少数株主利益 1 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,854 153



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,285 3,285

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,285 3,285

資本剰余金   

前期末残高 1,816 1,370

当期変動額   

新株の発行 72 －

連結範囲の変動 △518 －

当期変動額合計 △445 －

当期末残高 1,370 1,370

利益剰余金   

前期末残高 36,917 33,646

当期変動額   

剰余金の配当 △464 △464

当期純利益又は当期純損失（△） △2,854 153

連結範囲の変動 48 －

当期変動額合計 △3,270 △310

当期末残高 33,646 33,335

自己株式   

前期末残高 － △54

当期変動額   

自己株式の取得 △54 △102

当期変動額合計 △54 △102

当期末残高 △54 △156

株主資本合計   

前期末残高 42,018 38,247

当期変動額   

新株の発行 72 －

剰余金の配当 △464 △464

当期純利益又は当期純損失（△） △2,854 153

自己株式の取得 △54 △102

連結範囲の変動 △469 －

当期変動額合計 △3,771 △412

当期末残高 38,247 37,834



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △277 △287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10 224

当期変動額合計 △10 224

当期末残高 △287 △62

為替換算調整勘定   

前期末残高 △475 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 475 －

当期変動額合計 475 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △753 △287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 465 224

当期変動額合計 465 224

当期末残高 △287 △62

少数株主持分   

前期末残高 364 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △364 －

当期変動額合計 △364 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 41,629 37,959

当期変動額   

新株の発行 72 －

剰余金の配当 △464 △464

当期純利益又は当期純損失（△） △2,854 153

自己株式の取得 △54 △102

連結範囲の変動 △469 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 101 224

当期変動額合計 △3,670 △187

当期末残高 37,959 37,771



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△1,301 258

減価償却費 1,931 1,757

減損損失 18 －

負ののれん償却額 △44 △89

持分法による投資損益（△は益） 105 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △141 △209

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △193 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） △64 △10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 －

受取利息及び受取配当金 △146 △99

為替差損益（△は益） 4 13

固定資産売却損益（△は益） △13 △2

固定資産除却損 23 32

投資有価証券評価損益（△は益） 643 5

投資有価証券売却損益（△は益） 66 －

子会社整理損 500 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,205 1,644

たな卸資産の増減額（△は増加） △245 3,095

その他の資産の増減額（△は増加） 488 △334

仕入債務の増減額（△は減少） △2,878 △1,713

未払費用の増減額（△は減少） △76 △53

その他の負債の増減額（△は減少） 458 △122

その他 7 5

小計 2,350 4,156

利息及び配当金の受取額 147 99

法人税等の支払額 △47 △45

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,450 4,210

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △270 △165

定期預金の払戻による収入 2,450 280

有価証券の取得による支出 △1,000 －

有価証券の償還による収入 － 1,000

有形固定資産の取得による支出 △905 △531

有形固定資産の売却による収入 16 9

無形固定資産の取得による支出 △168 △42

投資有価証券の取得による支出 △253 △91

投資有価証券の売却による収入 21 －

その他 325 220

投資活動によるキャッシュ・フロー 216 679

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50 △122

自己株式の取得による支出 △54 △102

配当金の支払額 △464 △464

少数株主への配当金の支払額 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △469 △688



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,194 4,187

現金及び現金同等物の期首残高 7,554 9,637

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △111 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  9,637 ※1  13,824



 該当事項はありません。  

   

 なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省

略します。 

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

会計処理基準に関する事項 

重要な引当金の計上基準 

イ．退職給付引当金 

  当社及び国内連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を計上

しております。 

  なお、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しており、数理計算上の差異

については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。 

イ．退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。  

  なお、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しており、数理計算上の差異

については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。 

  ロ．役員退職慰労引当金 ロ．役員退職慰労引当金 

   国内連結子会社は役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

（追加情報） 

 当社は、平成20年６月27日開催の定時

株主総会において、役員退職慰労金制度

廃止に伴う打ち切り支給を決議したこと

に伴い、役員退職慰労引当金を全額取崩

し、将来の打ち切り支給予定額につい

て、固定負債その他（長期未払金）に159

百万円を計上しております。  

────── 

（追加情報） 

 連結子会社である小名浜合板株式会社

は、平成21年６月24日開催の定時株主総

会において、役員退職慰労金制度廃止に

伴う打ち切り支給を決議したことに伴

い、役員退職慰労引当金を全額取崩し、

将来の打ち切り支給予定額について、固

定負債のその他（長期未払金）に14百万

円を計上しております。 



表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表）  ────── 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

4,533百万円、1,473百万円、3,875百万円であります。 

  

（連結損益計算書）  

 特別損失の「その他投資評価損」は重要性を勘案した

結果、当連結会計年度においては「その他」に含めてお

ります。 

 なお、当連結会計年度において「その他」に含まれて

いる「その他投資評価損」は０百万円であります。 

（連結損益計算書）  

 営業外収益の「受取保険金」は重要性を勘案した結

果、当連結会計年度においては「雑収入」に含めており

ます。 

 なお、当連結会計年度において「雑収入」に含まれて

いる「受取保険金」は５百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「株式交付費

償却」「その他投資等評価損」は重要性を勘案した結

果、当連結会計年度においては「その他」に含めてお

ります。 

 なお、当連結会計年度において「その他」に含まれ

ている「株式交付費償却」「その他投資等評価損」

は、それぞれ５百万円、０百万円であります。 

────── 

  

２．前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローで「有形固定資産売却益」「有形固定資産

売却損」に区分掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴ

へのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を

向上するため、当連結会計年度より「固定資産売却損

益」として表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「固定資産売却損益」に含

まれている「有形固定資産売却益」「有形固定資産売

却損」は、それぞれ△13百万円、０百万円でありま

す。 

  



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券 百万円300 投資有価証券 百万円306

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

────── 

工場財団   

建物及び構築物 百万円135

機械装置及び運搬具   〃  368

土地  〃 93

計  〃 596

 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 百万円122

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。 

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

百万円 99

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。 

百万円 90

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含ま

れる研究開発費 

  百万円891

販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含ま

れる研究開発費 

  百万円757

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

荷造運送費 百万円4,502

役員退職慰労引当金繰入額  〃 12

給与手当   〃 4,647

賞与引当金繰入額  〃 305

退職給付費用  〃 223

荷造運送費 百万円3,617

役員退職慰労引当金繰入額  〃 0

給与手当   〃 4,108

賞与引当金繰入額  〃 292

退職給付費用  〃 239

※４ 固定資産売却益の内訳 ※４ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 百万円5

土地  〃 4

その他  〃 2

 計  〃 13

機械装置及び運搬具 百万円3



前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

────── 

  

場所 用途 種類 

大阪事業所 
（堺市西区） 

遊休資産 建物等 

敦賀事業所 
（福井県敦賀市） 

遊休資産 機械装置等 

  

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す単

位として、事業用資産については事業の種類別セグメ

ントの区分別に、遊休資産については個別資産別にグ

ルーピングを行っております。 

 当社グループは、遊休状態にあり将来の用途が定ま

っていない遊休資産について、各々の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（18百万

円）として特別損失に計上しました。その内訳は、大

阪事業所４百万円（建物４百万円、その他０百万

円）、敦賀事業所14百万円（建物３百万円、機械装置

10百万円、その他０百万円）であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しております。 

  

※６ 固定資産売却損の内訳 ※６ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 百万円0 機械装置及び運搬具 百万円0

※７ 固定資産除却損の内訳 ※７ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 百万円10

機械装置及び運搬具  〃 11

その他  〃 1

撤去費用  〃 0

計  〃 24

建物及び構築物 百万円12

機械装置及び運搬具  〃 14

その他  〃 3

撤去費用  〃 2

計  〃 32



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加289千株は、連結子会社を完全子会社化する簡易株式交換による増加でありま

す。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加332千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  

前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株）  

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 （注）１  46,494  289  －  46,783

合計  46,494  289  －  46,783

自己株式         

 普通株式 （注）２  －  332  －  332

合計  －  332  －  332

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  464  10 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  464 利益剰余金  10 平成21年３月31日 平成21年６月29日



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加500千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株）  

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 （注）１  46,783  －  －  46,783

合計  46,783  －  －  46,783

自己株式         

 普通株式 （注）２  332  500  －  832

合計  332  500  －  832

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  464  10 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  459 利益剰余金  10 平成22年３月31日 平成22年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

現金及び預金 百万円8,907

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  〃 △270

取得日から３ヶ月以内に償却期限の

到来する短期投資（有価証券） 
 〃 999

現金及び現金同等物   〃 9,637

現金及び預金 百万円12,979

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  〃 △155

取得日から３ヶ月以内に償却期限の

到来する短期投資（有価証券） 
 〃 1,000

現金及び現金同等物   〃 13,824



 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメントは次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

(1）住宅資材事業……床材、室内ドア、階段セット、造作材、住宅用厨房機器等 

(2）木質ボード事業……素材パーティクルボード、化粧パーティクルボード、ＭＤＦ（中質繊維板）等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の管理部門に

係る費用であり、当連結会計年度は1,880百万円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預

金並びに有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は

16,428百万円であります。 

５．追加情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社の機械装置については、従来、耐用年数を９～13年としておりましたが、当連結会計年度より８～10年に

変更しました。この変更は、平成20年度の税制改正を契機として経済的耐用年数を見直したことによるもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「住宅資材事業」で70百万円、「木質ボ

ード事業」で27百万円減少し、営業損失が「消去又は全社」で０百万円増加しております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
住宅資材事業 
（百万円） 

木質ボード事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  59,006  10,292  69,298  －  69,298

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  15  15  (15)  －

計  59,006  10,308  69,314  (15)  69,298

営業費用  57,284  10,253  67,538  1,864  69,402

営業利益又は営業損失

（△） 
 1,721  55  1,776  (1,880)  △103

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
          

資産  36,532  6,270  42,802  16,428  59,231

減価償却費  1,040  497  1,537  335  1,872

減損損失  4  14  18  －  18

資本的支出  757  186  944  116  1,060



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

(1）住宅資材事業……床材、室内ドア、階段セット、造作材、住宅用厨房機器等 

(2）木質ボード事業……素材パーティクルボード、化粧パーティクルボード、ＭＤＦ（中質繊維板）等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の管理部門に

係る費用であり、当連結会計年度は1,757百万円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預

金並びに有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は

19,361百万円であります。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
住宅資材事業 
（百万円） 

木質ボード事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  48,643  6,436  55,079  －  55,079

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  21  21  (21)  －

計  48,643  6,457  55,100  (21)  55,079

営業費用  46,804  6,385  53,190  1,736  54,926

営業利益  1,838  71  1,910  (1,757)  153

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
          

資産  32,494  4,805  37,300  19,361  56,661

減価償却費  923  441  1,364  329  1,694

資本的支出  399  81  480  51  532

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、賃貸

等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略します。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭817 18

１株当たり当期純損失金額 円 銭61 37

１株当たり純資産額 円 銭821 99

１株当たり当期純利益金額 円 銭3 32

  
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  △2,854  153

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 △2,854  153

期中平均株式数（株）  46,520,033  46,362,750

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,318 12,507

受取手形 8,264 5,973

売掛金 11,539 12,312

有価証券 1,999 1,000

製品 3,486 2,685

仕掛品 1,956 1,714

原材料及び貯蔵品 3,935 1,843

前渡金 52 34

前払費用 112 96

繰延税金資産 249 247

未収入金 1,519 1,648

その他 8 9

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 41,442 40,073

固定資産   

有形固定資産   

建物 11,224 11,195

減価償却累計額 △8,590 △8,711

建物（純額） 2,634 2,484

構築物 1,911 1,896

減価償却累計額 △1,511 △1,542

構築物（純額） 400 353

機械及び装置 23,370 23,462

減価償却累計額 △20,926 △21,473

機械及び装置（純額） 2,444 1,988

車両運搬具 393 256

減価償却累計額 △349 △240

車両運搬具（純額） 43 15

工具、器具及び備品 2,887 2,875

減価償却累計額 △2,558 △2,651

工具、器具及び備品（純額） 328 224

土地 2,947 2,947

建設仮勘定 5 27

有形固定資産合計 8,803 8,041

無形固定資産   

電話加入権 6 6

借地権 15 15

ソフトウエア 1,015 736

無形固定資産合計 1,037 758



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,797 2,105

関係会社株式 964 964

出資金 6 6

従業員に対する長期貸付金 103 81

破産更生債権等 0 1

長期前払費用 237 375

長期預金 1,000 1,000

その他 749 550

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 4,838 5,064

固定資産合計 14,680 13,865

繰延資産   

株式交付費 4 －

繰延資産合計 4 －

資産合計 56,126 53,938

負債の部   

流動負債   

支払手形 7,177 1,080

買掛金 4,961 9,462

未払金 2,041 1,902

未払費用 477 437

未払法人税等 68 62

未払消費税等 135 212

預り金 50 40

賞与引当金 484 482

設備関係支払手形 110 110

流動負債合計 15,507 13,791

固定負債   

退職給付引当金 3,330 3,238

長期預り保証金 120 110

長期未払金 159 100

固定負債合計 3,610 3,450

負債合計 19,118 17,241



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,285 3,285

資本剰余金   

資本準備金 1,357 1,357

資本剰余金合計 1,357 1,357

利益剰余金   

利益準備金 256 256

その他利益剰余金   

別途積立金 35,400 31,400

繰越利益剰余金 △2,948 616

利益剰余金合計 32,707 32,272

自己株式 △54 △156

株主資本合計 37,296 36,759

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △287 △62

評価・換算差額等合計 △287 △62

純資産合計 37,008 36,696

負債純資産合計 56,126 53,938



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 66,049 53,058

売上原価   

製品期首たな卸高 4,287 3,486

当期製品仕入高 20,925 17,307

当期製品製造原価 30,128 22,807

合計 55,341 43,601

製品期末たな卸高 3,486 2,685

他勘定振替高 449 327

製品売上原価 51,405 40,588

売上総利益 14,644 12,470

販売費及び一般管理費 14,593 12,393

営業利益 51 76

営業外収益   

受取利息 91 46

有価証券利息 10 6

受取配当金 46 45

受取賃貸料 34 34

受取保険金 2 －

仕入割引 104 62

為替差益 11 －

雑収入 70 73

営業外収益合計 372 268

営業外費用   

売上割引 129 108

賃貸収入原価 5 5

為替差損 － 13

雑損失 101 107

営業外費用合計 236 234

経常利益 186 110

特別利益   

固定資産売却益 1 2

その他 0 －

特別利益合計 1 2

特別損失   

減損損失 18 －

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 19 28

投資有価証券売却損 66 －

投資有価証券評価損 643 5

子会社整理損 1,879 －

関係会社株式評価損 225 －

その他 0 0

特別損失合計 2,853 34

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,665 78



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

法人税、住民税及び事業税 47 47

法人税等調整額 1,490 2

法人税等合計 1,537 49

当期純利益又は当期純損失（△） △4,202 29



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,285 3,285

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,285 3,285

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,285 1,357

当期変動額   

新株の発行 72 －

当期変動額合計 72 －

当期末残高 1,357 1,357

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 256 256

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 256 256

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 35,400 35,400

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △4,000

当期変動額合計 － △4,000

当期末残高 35,400 31,400

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,719 △2,948

当期変動額   

剰余金の配当 △464 △464

当期純利益又は当期純損失（△） △4,202 29

別途積立金の取崩 － 4,000

当期変動額合計 △4,667 3,565

当期末残高 △2,948 616

利益剰余金合計   

前期末残高 37,375 32,707

当期変動額   

剰余金の配当 △464 △464

当期純利益又は当期純損失（△） △4,202 29

当期変動額合計 △4,667 △434

当期末残高 32,707 32,272



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 － △54

当期変動額   

自己株式の取得 △54 △102

当期変動額合計 △54 △102

当期末残高 △54 △156

株主資本合計   

前期末残高 41,946 37,296

当期変動額   

剰余金の配当 △464 △464

新株の発行 72 －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,202 29

自己株式の取得 △54 △102

当期変動額合計 △4,649 △536

当期末残高 37,296 36,759

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △277 △287

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10 224

当期変動額合計 △10 224

当期末残高 △287 △62

純資産合計   

前期末残高 41,668 37,008

当期変動額   

剰余金の配当 △464 △464

新株の発行 72 －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,202 29

自己株式の取得 △54 △102

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10 224

当期変動額合計 △4,659 △311

当期末残高 37,008 36,696



 該当事項はありません。  

   

(1）役員の異動 

 当社は平成22年４月16日付で取締役の役職及び委嘱職務の変更を行いました。 

また、平成22年６月下旬での役員の異動を内定いたしました。なお、この異動につきましては、平成22年６月下旬開催

予定の定時株主総会及びその後の取締役会・監査役会において決定される予定です。  

  

①取締役の役職及び委嘱職務の変更（平成22年４月16日付） 

  

    なお、同日付で組織名称の変更を行っております。 

   

②取締役及び監査役の異動（平成22年６月下旬） 

  退任予定取締役  

  

  新任監査役候補 

  

  退任予定監査役 

継続企業の前提に関する注記

６．その他

（氏名） （現役職） （旧役職） 

 木村 康博 
取締役 兼 常務執行役員 

事業本部長  

取締役 兼 常務執行役員 

事業本部 副本部長  

 熊沢 衛司 
取締役 兼 執行役員 

総務部長 兼 人事部長  

取締役 兼 執行役員 

総務部長 

 山岸 秀之 

取締役 兼 執行役員 

事業本部 副本部長 

兼 大阪生産管理部長  

取締役 兼 執行役員 

事業本部 山口・平生事業所長  

 江口 淳 取締役 
取締役 兼 常務執行役員 

事業本部長  

 河本 明貞 取締役  
取締役 兼 執行役員 

住設事業部長 

（新） （旧）  

事業本部 山口生産管理部 事業本部 山口・平生事業所 

事業本部 敦賀生産管理部 事業本部 敦賀事業所 

事業本部 大阪生産管理部 事業本部 大阪事業所 

（氏名） （新役職） （現役職） 

 江口 淳  － 取締役 

 河本 明貞 － 取締役 

（氏名） （新役職） （現役職） 

 三上 恵司 監査役 （常勤） 内部監査室主管 

（氏名） （新役職） （現役職） 

 平原 和彦 － 監査役 （常勤） 



  

③新任執行役員（平成22年６月下旬） 

  

＜ご参考＞ 

 ６月下旬開催予定の株主総会終結後の役員 

吉川 康長    取締役 

大道 正人    取締役 

木村 康博    取締役 

山岸 正明    取締役 

熊沢 衛司    取締役 

山岸 秀之    取締役 

米野 兼史    監査役（常勤） 

三上 恵司    監査役（常勤） 

今村 祐嗣    監査役（非常勤）社外 

櫻田 典子    監査役（非常勤）社外 

  

 上記終結後に同日開催する取締役会を経て決定する執行役員 

吉川 康長    代表取締役 兼 執行役員社長 

大道 正人    取締役 兼 専務執行役員 

木村 康博    取締役 兼 常務執行役員 

山岸 正明    取締役 兼 執行役員 

熊沢 衛司    取締役 兼 執行役員 

山岸 秀之    取締役 兼 執行役員 

渡辺 典夫    執行役員 

久後 健二    執行役員 

仲摩 修二    執行役員 

鷹山 伸一    執行役員 

西村 明     執行役員 

植村 正人    執行役員 

枝園 統博    執行役員 

  

（氏名） （新役職） （現役職） 

 西村 明  
執行役員 

営業本部 中部営業部長  
営業本部 中部営業部長 

 植村 正人 

執行役員 

経営企画部長  

兼 法務コンプライアンス室長  

経営企画部長 

兼 法務コンプライアンス室長 

 枝園 統博 
執行役員 

事業本部 建材事業部長  
事業本部 建材事業部長  
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